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2022年11月8日
企業広報戦略研究所（C.S.I.）

（株式会社電通PRコンサルティング内）

企業広報戦略研究所（所⾧:阪井完二、所在地:東京都港区、株式会社電通PRコンサルティング内）は、
本年7月末、生活者1万人を対象とした「2022年度ESG※1/SDGs※2に関する意識調査」を実施しました。

昨年の調査から注目が高まるESGにフォーカスし、企業のESGに関する取り組みの中でも、特に企業広報として生
活者などステークホルダーに伝えるべき項目を選定。その上で、企業広報戦略研究所の独自の視点からESGの24
項目を設定しています。世界的にESGに関する情報開示基準の整備が進む中、今年の調査ではこれらの開示基
準に合わせてESG項目を更新し、企業の「ESGレピュテーション（評判）」を測定しました。

主な調査結果は以下の通りです。

各位

調査結果のポイント

生活者1万人を対象とした『2022年度ESG/SDGsに関する意識調査』結果

「ESGレピュテーション」を最も獲得しているのは「損保・生保・商社」業界
情報セキュリティへの対応が高スコア

企業広報
戦略研究所
（C.S.I.）

ESGレピュテーション

企業広報戦略研究所では、 一般生活者が「積極的に取り組んでいる」
と感じる企業のESGアクションを「ESGレピュテーション」と定義しています。

本調査では、単なる業界調査ではなく、企業個別の「ESGレピュテーショ
ン」が把握でき、ESG/SDGsに対する一般生活者の認知や関心の状況・
情報経路、ESGに関する企業の取り組みがどのように伝わっているか・今後
何を期待されているかを解析することを目的に実施されています。

※ 本リリース上のスコア構成比（％）は小数第2位以下を四捨五入しているため、表において加減の結果が小数第1位で異なる場合や、
合計が必ずしも100%にならない場合があります。
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2 ESG項目別の認知1位は「多様な生活者に配慮した商品・サービス・事業の展開」
ダイバーシティの認知が広がる

20代の企業のESGの取り組みに対する認知が、全項目でトップに
20代はESGの中でも「S:社会」の項目に関心が高いという結果も

4割超の生活者がESG/SDGsの取り組みを認知後に行動
具体的なアクションは「ウェブサイトの閲覧」（17.0%）がトップ

SDGsの認知率はついに90％超え
コロナ禍が継続する中、最も関心の高いSDGs項目は2年連続「すべての人に健康と福祉を」

ESGレピュテーション業界ランキング1位は「G:ガバナンス」が高い「損保・生保・商社」
2位「海外自動車・自動車関連部品」、3位「繊維・化学・日用品」は「E:環境」の割合が最多

ESGに関する取り組みの認知経路では、「メディアの番組・記事」の接点が最も高い結果に
メディアでの報道がESGに関する取り組み認知のカギ
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1 ESGレピュテーション業界ランキング1位は「G:ガバナンス」が高い
「損保・生保・商社」。
2位「海外自動車・自動車関連部品」、3位「繊維・化学・日用品」は
「E:環境」の割合が最多。

▶「E:環境」「S:社会」「G:ガバナンス」の割合は業界ごとの特色が見られる結果に

［図表1］ESGレピュテーション業界ランキング（複数回答、各業界n=500 ）

（ポイン
ト）

ESG/SDGsに関する意識調査 ～ESGレピュテーション業界ランキング～
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3131(35.1%)
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2417(40.0%)
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2971(32.5%)
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2704(30.3%)
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【1位】損保・生保・商社
【2位】海外自動車・自動車関連部品

【3位】繊維・化学・日用品
【4位】鉄鋼・重機

【5位】精密機械・部品
【6位】飲料

【7位】住宅・住宅設備
【8位】電機
【9位】食品

【10位】航空・物流
【11位】流通・小売

【12位】外食
【13位】鉄道

【14位】国産自動車・二輪車
【15位】不動産・建設

【16位】情報通信・コミュニケーション
【17位】医薬品

【18位】コンテンツビジネス＆プラットフォーム・サービス
【19位】金融・証券
【20位】エネルギー

環境 社会 ガバナンス

生活者1万人に対して、ESGを知っているかを尋ねたところ、約3人に1人が認知していることが分かりました（「詳しく知っ
ている」「聞いたことはある」の合計が37.9%）。昨年から約5pt増加しており、年々認知が拡大しています。

本調査では、特に企業広報として生活者などステークホルダーに伝えるべき項目に着目し、ESGそれぞれ8つずつ合計
24のESG項目を企業広報戦略研究所の独自視点で調査設計を行いました（次頁［図表2］参照）。また、今回の
調査では、GRIスタンダード※3やSASBスタンダード※4による最新の情報開示基準や、改訂版コーポレートガバナンスコー
ド※5のほか、昨今の企業の動向も鑑み、24のESG項目の更新を行っています。その上で、企業が「積極的に取り組んでい
る」と生活者が感じているESG項目の回答を合計することで、企業のESGへの取り組みに対する評判を「ESGレピュテー
ション」として算出しました。

業界別で見ると、1位「損保・生保・商社」業界（11,787ポイント）、2位「海外自動車・自動車関連部品」業界
（9,712ポイント）、3位「繊維・化学・日用品」業界（9,615ポイント）という結果になりました［図表1］。

1位の「損保・生保・商社」業界のESG構成比を見ると、「G:ガバナンス」の割合がトップであり、「情報セキュリティやプライ
バシー保護への取り組み」の認知が高い傾向が見られました。一方、2位の「海外自動車・自動車関連部品」業界や3位
の「繊維・化学・日用品」業界においては「E:環境」の割合が大きく、特に「海外自動車・自動車関連部品」業界において
カーボンニュートラルに向けての各社の取り組みが効果的に発信できていることが影響しているとみられます。全体を見てみ
ると、「E」「S」「G」の構成比は業界によって異なっており、自社の強みや事業内容に沿った情報発信が行われ、生活者に
認知されていることが分かります。

※（ ）内はE/S/Gの構成比

（Q:魅力があると感じた業界のESG関連の活動で、積極的に取り組んでいると感じる項目）
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［図表2］ESG項目別認知ランキング（複数回答、 N=10,000 ）

2 ESG項目別の認知1位は「多様な生活者に配慮した商品・サービス・事業
の展開」
▶「E:環境」と「S:社会」の項目が上位5位を占める

次に、生活者が認知している企業のESG24項目をランキングにして見ると、1位は「S:社会」の「多様な生活者に配慮し
た商品・サービス・事業の展開」（27.2%）、2位は「E:環境」の「リサイクルなど資源の有効活用」（27.1%）、3位は
「S:社会」の「社員が能力を向上し、やりがいを持って働ける環境の提供」（27.0％）という結果でした［図表2］ 。

1位については、多様化する社会に適応した商品・サービス・事業が増加し、生活者の選択肢が広がってきたことが認知
されていると推測できます。また、社会と環境に関する項目が上位を占めており、特に「S:社会」については社員のウェル
ビーイング（well-being）に配慮する企業が増えてきていることも要因の1つかと推察されます。

ESG/SDGsに関する意識調査 ～注目のESG項目とは～

27.1
25.3
25.3

24.6
24.2

23.1
20.5

18.4
27.2
27.0

25.5
24.1
23.9
23.6

22.3
19.0

25.2
24.6
24.0

22.9
22.6
22.4
22.3

21.4

0% 10% 20% 30% 40%

リサイクルなど資源の有効活用

再生可能エネルギー（風力、太陽光、水素など）の活用

環境保全に関する取り組みの発信

脱炭素社会実現に向けての取り組み

環境負荷の低い原材料・資材の利用

有害物質の不使用や削減、無害化

水資源の保全や有効活用

生物多様性の保全

多様な生活者に配慮した商品・サービス・事業の展開

社員が能力を向上し、やりがいを持って働ける環境の提供

地元コミュニティーへの経済的・社会的貢献

性別、年齢、国籍、マイノリティなどにとらわれない多様な人材の活用

生活者に正確で十分な製品や事業の情報を開示・発信

社会課題の解決に向けて独自の取り組みやアイディアの発信

生産者の人権尊重・労働環境や生活への配慮（フェアトレードの推進）

NPOや専門家など、多様なパートナーとの連携

情報セキュリティやプライバシー保護への取り組み

消費者保護への取り組み（顧客との対話など）

透明性の高い経営体制の構築（社外取締役活用や各役員のスキル・経験公開など）

自然災害や伝染病、資源高騰などのリスクに強いビジネスモデルの構築

企業価値向上のための経営計画の説明（株主との十分な対話）

経営者や従業員の倫理観向上

よりよい経済・市場のルール形成に向けた政策提言

腐敗や不正競争行為の防止

■E:環境 ■S:社会 ■G:ガバナンス

※各業界の対象企業10社中、最低1社でも選択した項目を「認知している」として集計
※小数第2位を含む数値では、「再生可能エネルギー（風力、太陽光、水素など）の活用」が

「環境保全に関する取り組みの発信」よりポイントが高いため、5位と6位にしています。

1

2

3

5

4

（Q:魅力があると感じた業界のESG関連の活動で、積極的に取り組んでいると感じる項目）
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20代の企業のESGの取り組みに対する認知が、全項目でトップに
▶ 20代はESGの中でも「S:社会」の項目に関心が高いという結果も

ESG/SDGsに関する意識調査 ～注目のESG項目とは～

ESG24項目のうち、特に認知の高かった全体上位5項目に焦点を当て、年代別で「積極的に取り組んでいる」と感じる
項目の認知状況の違いを見てみました。その結果、20代は全項目で最も高い数値となりました［図表3］｡

全体と20代の数値を比較しても、ほとんどの項目で5pt以上の差をつけており、20代はESGに関する情報に関心が高
いことがうかがえます。

全体順位では上位10項目のうち、「E:環境」が5つ、「S:社会」が3つ、「G:ガバナンス」が2つと、比較的環境への認知
が高い傾向にありました。一方、20代の上位10項目は、「E:環境」が3つ、「S:社会」が6つ、「G:ガバナンス」が1つという
結果となり、20代は、ESGの中でも特に「S:社会」の項目への関心の高さがうかがえます。

また、全体順位では11位の「性別、年齢、国籍、マイノリティなどにとらわれない多様な人材の活用」が、20代では3位に
ランクインするなど、若者独自の視点で企業を認知していることが推測されます。

［図表3］主要項目(※)に対する、各項目内での年代別TOP3ランキング（複数回答、 N=10,000 ）

（Q:魅力があると感じた業界のESG関連の活動で、積極的に取り組んでいると感じる項目）
（※主要項目:ESG24項目のうち、選択率上位の5項目）

3

31.2
26.6 26.1

34.3
26.4 26.0

35.2
26.8 25.9

32.7
25.5 24.1

（%）

【全年代2位(27.1%)】
リサイクルなど

資源の有効活用

【全年代1位(27.2%)】
多様な生活者に配慮した

商品・サービス・事業の展開

【全年代3位(27.0%)】
社員が能力を向上し、

やりがいを持って働ける環境の提供

S:社会 E:環境 S:社会

【全年代4位(25.5%)】
地元コミュニティーへの
経済的・社会的貢献

S:社会

【全年代5位(25.3%)】
再生可能エネルギー

(風力、太陽光、水素など)の活用

E:環境

20代
40代 50代

20代

30代 60代

20代

60代 30代

20代

30代 40代

20代

30代
40代

31.7
25.0 24.5



Page 5

7.9
4.7
4.7
4.5
4.2
4.1

22.0
9.8

8.8
4.5

3.1
2.1

10.1
5.8

3.0
1.9
1.9
1.8

6.8
4.2
3.8

2.9
2.9
2.7

9.4
6.8

3.4
3.0
2.7
2.4

0.9 36.1

0% 20% 40%

商品・サービスを購入して
店頭やショールームのPOP、ディスプレイなどを見て

身近な人との会話
商品・サービスのパッケージ

商品・サービスを試して
社員・店員などを通して

テレビ番組
新聞記事

ウェブメディア（ニュース記事、ニュースアプリ含む）
雑誌記事
ラジオ番組

フリーペーパー
テレビCM

インターネット広告
新聞広告
ラジオCM

交通・屋外広告
雑誌広告

ウェブ上の動画・ライブ配信
企業公式アカウントのソーシャルメディア

ウェブ上のレビュー・口コミサイト
ソーシャルメディアの推奨・おすすめ（ハッシュタグ検索含む）

専門家のソーシャルメディア
タレントのソーシャルメディア

企業ウェブサイト（コーポレート情報ページ）
企業ウェブサイト（商品・サービスブランドページ）

書籍・出版物・パンフレット
株主総会・決算説明会

企業ウェブサイト（採用情報ページ）
イベント（オンライン含む）

その他
覚えていない

「企業のESGに関する取り組みをどのようなところで見聞きしたか」の設問では、1位「テレビ番組」（22.0%）、2位「テレ
ビCM」（10.1%）、3位「新聞記事」（9.8%）、4位「企業ウェブサイト」（9.4%）、5位「ウェブメディア」（8.8%）の
結果となりました［図表4］。また、情報源をカテゴリ別に見てみると、「メディアの番組・記事」が最も高い結果となっています
(34.7%) ［図表5］。

ESGに関する取り組みの認知経路について、上位5項目の中で、1位、3位、5位は「メディアの番組・記事」となっています。
この結果から、ESG関連の報道量が増えており、メディアによる第三者視点が入った情報の影響力が大きいことが分かります。
また、2位に「テレビCM」、4位に「企業ウェブサイト」が入っていることから、企業自らが工夫して発信する自社メディアなどから
の情報の重要性もうかがえます。

カテゴリ別に見てみると、「リアル」と「オウンドメディア」「メディアの広告」がそれぞれ2割弱となっています。 「メディアの番組・記
事」でのESGに関する企業の取り組みについての報道が増え、生活者の認知につながっている可能性があります。

ESGに関する取り組みの認知経路では、
「メディアの番組・記事」との接点が最も高い結果に

▶ メディアでの報道がESGに関する取り組み認知のカギ

［図表4］企業のESGに関する取り組みを認知した情報源
（複数回答、「この企業をよく知らない」と答えた回答者を除く n=8,617 ）
（Q:ESGに関する企業の取り組みをどこで知ったか）

［図表5］企業のESGに関する取り組みを
認知した情報源カテゴリ別

（複数回答、「この企業をよく知らない」と答えた
回答者を除く n=8,617）

※各情報源カテゴリーの数値
は、選択肢 を1つ以上選んだ
人数の割合で算出

ESG/SDGsに関する意識調査 ～ESG項目の情報源～

※「リアル」「メディアの番組・記事」
「ソーシャルメディア」「オウンドメディア」
「メディアの広告」の結果のみを表示

19.7
34.7

17.0

15.2

18.5

0% 20% 40%

リアル

メディアの番組・記事

メディアの広告

ソーシャルメディア

オウンドメディア

リアル

メディアの
番組・記事

メディアの広告

オウンドメディア

ソーシャル
メディア

1

2

3

5

4

40%

4
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［図表6］企業のESG・SDGsに対する取り組みを知り行動した人

▶ 企業のESGやSDGsへの取り組み認知後のアクションでは
「ウェブサイトの閲覧」（17.0%）がトップ

企業の取り組みを認知した生活者が具体的にどのような行動を取ったかを尋ねたところ、1位「その企業や、商品・サービス
のウェブサイトを閲覧した」（17.0％）、2位「その企業や、商品・サービスの評判を検索サイトで調べた」（9.7％）と「そ
の企業の商品やサービスを購入または利用した」（9.7％）、4位「家族や友人とシェアした・話をした」（8.1％）の順とな
りました［図表7］。なお、業界別で見てみると、ほとんどは全体の結果と同様にウェブサイトの閲覧がトップでしたが、 「外
食」業界と「食品」業界においては、「その企業の商品やサービスを購入または利用した」が最も高い数値となっていました。

認知後に主体的に情報を得ようとするだけでなく、購入・利用したり、情報共有をする人が存在しており、広報戦略立案
にあたってはより企業のスタンスを示し、その企業らしいESG活動を伝え、共感を呼ぶことが効果的といえるかもしれません。

［図表7］企業のESG/SDGsに対する取り組みを知り実際に取った行動

（Q:企業のSDGｓ･ESG関連の取り組みを知って、行動として変わったことはあるか）
（複数回答、「この企業をよく知らない」と答えた回答者を除く n=8,617）

■Search ■Action ■Share ■その他

５4割超の生活者がESG/SDGsの取り組みを認知後に行動
▶ESG/SDGsの取り組みが生活者に届くと、行動変容が生じる

企業のESGやSDGsの取り組みを認知し、行動変容したかにつ
いても聴取しました。ESG24項目を提示し、企業のESGに関す
る取り組みを想起できた人に対し、ESGやSDGsの取り組みにつ
いて知った後に行動したかを聞いたところ 、4割超（43.8％）の
人が何かしらの行動を起こしたことが分かりました［図表6］。

企業は、生活者の行動変容につながるアクションをどのようにつく
り、伝えていくかが今後の広報戦略のポイントになってきそうです。

ESG/SDGsに関する意識調査 ～認知後のアクション～

※行動の選択肢のうち、最低1つでも選択した人を「行動あり」として集計

行動あり計 43.8％
「この企業をよく知らない」と答えた回答者を除く （n=8,617）

■行動あり
■行動なし

※21年度とは母集団の集計方法が異なります

（Q:企業のSDGs･ESG関連の取り組みを知って、
行動として変わったことはあるか）

17.0
9.7

7.2
9.7

6.5
4.4
4.1
3.7

2.6
8.1

3.3
3.3

0.2

0% 20% 40% 60%

その企業や、商品・サービスのウェブサイトを閲覧した
その企業や、商品・サービスの評判を検索サイトで調べた

その企業や、商品・サービスの評判をソーシャルメディアで検索した
その企業の商品やサービスを購入または利用した

その企業の商品やサービスを見に行った
その企業の株式、投資信託などを購入した

その企業の商品やサービスについて問い合わせた
その企業に対して就職意向が高まった、または周囲に就職を勧めた

その企業とビジネスをはじめた、または強化した
家族や友人・知人とシェアした・話をした

ソーシャルメディアに投稿・シェアした
同僚・上司とシェアした・話をした

その他
特になし

Search

Action

Share

行動あり
計

43.8%

56.2
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44.2

39.6

36.5

34.8

34.3

34.3

33.1

31.5

30.9

30.3

29.4

29.1

26.6

25.7

24.5

21.8

14.6

45.0

38.2

38.0

32.6

34.6

35.4

34.5

31.9

30.1

31.1

27.9

30.4

26.8

24.3

24.5

20.2

13.2

2022年（N=10,000）

2021年（N=10,000）

６SDGsの認知率はついに90％超え。
▶コロナ禍が継続する中、最も関心の高いSDGs項目は
2年連続「すべての人に健康と福祉を」

昨年に引き続き、SDGsの認知状況についても調査
しました。「SDGsという用語を知っているか」という設問
に対し、「知っている」（「詳しく知っている」「聞いたこと
はある」の合計）と回答した人は91.3%と、ほとんどの
生活者にSDGsが認知されてきたことが分かりました
［図表8］。

中でも、「詳しく知っている」と回答した人は昨年から
約10ポイント増の40.3％となり、内容についての理解
も年々進みつつあることがうかがえる結果となっています。

［図表8］SDGs認知率（単一回答）

ESG/SDGsに関する意識調査 ～SDGsへの認知・関心～

※2019年・2020年のスコアは、2021年に合わせて
対象を20業界10,000ssに絞って再集計しています

（%）

（Q:SDGsという用語を知っているか）

（Q:17項目の目標（社会課題）について、自身が関心をもつ項目）

40.3

31.0

14.0

7.1

51.0

45.7

25.8

17.1

8.7

23.3

60.2

75.8

2022（N=10,000）

2021（N=10,000）

2020（N=10,500）

2019（N=10,500）

詳しく知っている 聞いたことはある 知らない

［図表9］関心のあるSDGs項目（複数回答）

すべての人に健康と福祉を

貧困をなくそう

エネルギーをみんなに、そしてクリーンに

安全な水とトイレを世界中に

質の高い教育をみんなに

住み続けられるまちづくりを

働きがいも経済成⾧も

飢餓をゼロに

海の豊かさを守ろう

人や国の不平等をなくそう

平和と公正をすべての人に

気候変動に具体的な対策を

陸の豊かさも守ろう

ジェンダー平等を実現しよう

つくる責任つかう責任

産業と技術革新の基礎をつくろう

パートナーシップで目標を達成しよう

また、「SDGs」の17目標について、関心のある目
標を尋ねると、2年連続で、1位「すべての人に健康
と福祉を」、2位「貧困をなくそう」、3位「エネルギーを
みんなに、そしてクリーンに」という順位になりました
［図表9］。

1位の「すべての人に健康と福祉を」については、コ
ロナ禍が⾧引く中、健康や医療・福祉などの重要性
がますます注目されていると考えられれます。

また、2位の「貧困をなくそう」については、近年社
会問題として報道で取り上げられることの多い「子ど
もの貧困」や、コロナ禍による不安定な雇用や物価
高騰などが重なり、一般生活者の関心が高くなって
いるとみられます。

企業にはこうした生活者の関心を踏まえ、取り組み
を検討し、戦略的に伝えていくことが企業価値の向
上においてますます重要になると思われます。

認知率

91.3

76.7 

39.8

24.6

（%）
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調査対象:全国の20～69歳の男女 計10,000人
※20業界(200社)のいずれかに魅力を感じている人(各業界500人)

調査方法:インターネット調査

期間:2022年7月22日～7月29日

設問内容:ESG/SDGsの認知、企業のESG/SDGsの取り組みへの

認知や期待・情報入手経路、投資時のESG考慮有無など

20代 30代 40代 50代 60代 計

男性 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

女性 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

計 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

調査対象

P1注釈
※1 「ESG」とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取ったもの。
※2 「SDGs」とは、2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された2016年から2030年までの国際目標。

持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成される。
P2注釈
※3 GRIスタンダード:グローバル・レポーティング・イニシアティブ（本部をオランダのアムステルダムに置く国際的な非営利団体）が2016年の10月に発行した

サステナビリティ報告書のガイドライン。2021年10月に改訂。
※4 SASBスタンダード:サステナビリティ会計基準審議会（米国サンフランシスコを拠点に設立された非営利団体）が2018年11月に作成・公表した11セク

ター77業種について情報開示に関するスタンダード｡
※5 改訂版コーポレートガバナンスコード:東京証券取引所が定めた上場企業の企業統治（コーポレートガバナンス）におけるガイドライン。2021年6月に改訂。

2022年ESG/SDGsに関する意識調査 概要

企業広報戦略研究所とは
（Corporate communication Strategic studies Institute : 略称C.S.I.）

＜お願い＞ 本調査内容を転載・引用する場合、転載者・引用者の責任で行うとともに、当研究所の調査結果である
旨を明示してください。

企業経営や広報の専門家（大学教授・研究者など）と連携して、企業の広報戦略・体制などについて
調査・分析・研究を行う、（株）電通PRコンサルティング内の研究組織です。
2013年12月設立 所⾧:阪井完二
企業広報戦略研究所サイト http://www.dentsuprc.co.jp/csi/

※本調査は、企業のESG活動を支援する電通PRコンサルティング内の「ESG・サステナビリティユニット」と連携して行って
います。電通PRコンサルティングは、電通 Team SDGs に参画しています。


